
見附市告示第１０７号 

 見附市育児休業取得促進助成金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように定

める。 

  令和８年７月３日 

見附市長  稲 田  亮 

   見附市育児休業取得促進助成金交付要綱の一部を改正する要綱 

 見附市育児休業取得促進助成金交付要綱（令和５年見附市告示第９４号）の一

部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   見附市育児休業取得促進助成金等交付要綱 

 第１条中「見附市育児休業取得促進助成金」の次に「及び見附市育児休業中業

務代替助成金」を加える。 

 第２条第３号中「新潟県が定める」を「廃止前の」に、「県要綱」を「廃止前

の県要綱」に改め、同条第４号中「県要綱第８条」を「廃止前の県要綱」に改め

る。 

 第３条第１号中「新潟県が定める」を削り、同条に次の１号を加える。 

 （６） 見附市育児休業中業務代替助成金を申請する場合は、当該申請の対象

となる育児休業に係る見附市育児休業取得促進助成金の交付決定を受け

た又は申請中の企業等であること。 

 第４条中「助成金の額は育児休暇を取得した従業員１人当たり５０，０００円

とする。」を「交付額及び限度額は、別表のとおりとする。」に改める。 

 第５条中「助成金の交付」を「見附市育児休業取得促進助成金の交付」に、

「様式第１号」を「様式第１号の１」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 見附市育児休業中業務代替助成金の交付を受けようとする企業等は、見附市

育児休業中業務代替助成金交付申請書兼実績報告書（様式第１号の２）に次に

掲げる書類を添えて、当該助成対象育児休業に係る育児休業取得促進助成金の

申請日から当該申請日が属する年度の翌年度の３月３１日までに市長に提出し

なければならない。 

 （１） 業務代替者の出勤簿等（勤務が確認できるもの）の写し 



 （２） 業務代替者の給与支払明細書等（手当支給が確認できるもの）の写し 

 （３） その他市長が必要と認める書類 

附則の次に次の別表を加える。 

別表（第４条関係） 

助成金の区分 助成額 

育児休業取得促進助成金 育児休業を取得した従業員一人当たり５万円 

育児休業中業務代替助成金 育児休業を取得した従業員一人当たりに係る

育児休業中の業務代替手当等の合計額の２分

の１以内の額（その額に千円未満の端数があ

るときはこれを切り捨てた額）とし、２万円

を限度とする。 

 様式第１号を様式第１号の１とし、同様式中「第５条の規定」を「第５条第１

項の規定」に改め、同様式の次に次の１様式を加える。 



 



 

   附 則 

 この要綱は、公布の日から施行し、改正後の見附市育児休業取得促進助成金等

交付要綱の規定は、令和８年４月１日から適用する。 

 


